
社会福祉法人　幸栄振興会

現況報告書（令和8年4月1日現在） 別紙１

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称
(8)主たる事務所の住所
(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無
(12)従たる事務所の住所
(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ
(15)法人の設立認可年月日 (16)法人の設立登記年月日

２．当該会計年度の初日における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3‒6)評議員全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

～

３．当該会計年度の初日における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3‒12)理事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

４．当該会計年度の初日における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3‒6)監事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

５．前会計年度・当該会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初日における職員の状況

(1)法人本部職員の人数
①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数
(2)施設・事業所職員の人数
①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

７．前会計年度に実施した評議員会の状況

(4)うち開催を省略した回数 0

令和7年6月15日 5 1 1 0

１．令和6年度 計算書類・財産目録の承認の件について
２．社会福祉充実計画の承認の件について
３．理事・監事の選任の件について
４.　定款改正の件について

(1)評議員会ごとの評議員
会開催年月日

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監事・
会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査人

0.0 0.0

18 0 14
0.0 0.7

0 0 0

(1‒1)前会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）
(1‒2)前会計年度
の会計監査人の監
査報酬額（円）

(1‒3)前年度
決算にかかる
定時評議員会
への出席の有
無

(2‒1)当該会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）
(2‒2)当該会計年
度の会計監査人の
監査報酬額（円）

6 財務管理に識見を有する者（その他） 2

樋口　佳代子 2 無 令和7年6月15日
R7.6.15 R9.6（定時評議員会終結時） 3 社会福祉事業に識見を有する者（その他） 2

(3‒3)監事選任の評議
員会議決年月日

(3‒4)監事の任期 (3‒5)監事要件の区分別該当状況 (3‒7)前会計年度におけ
る理事会への出席回数

佐藤　通孝 2 無 令和7年6月15日
R7.6.15 R9.6（定時評議員会終結時）

2 2 0

(3‒1)監事の氏名

(3‒2)①監事の職業 (3‒2)②監事の所轄庁からの再就職状況

(注)「(3‒2)理事の役職」のうち、「理事長」とは、社会福祉法45条の13第3項で規定する理事長(会長等の他の役職名を使用している法人がある。)である。
　　　「業務執行理事」とは、社会福祉法45条の16第2項第2号で規定する業務執行理事(常務理事等の他の役職名を使用している法人がある。)である。

2 無
R7.6.15 R9.6（定時評議員会終結時） 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも支給なし 2佐藤　二郎 3 その他理事 2 非常勤 令和7年6月15日

2 無
R7.6.15 R9.6（定時評議員会終結時） 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも支給なし 2堀内　雄次郎 3 その他理事 2 非常勤 令和7年6月15日

2 無
R7.6.15 R9.6（定時評議員会終結時） 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 3 職員給与のみ支給 2五十嵐　慶 3 その他理事 2 非常勤 令和7年6月15日

2 無
R7.6.15 R9.6（定時評議員会終結時） 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも支給なし 2山本　操 3 その他理事 2 非常勤 令和7年6月15日

2 無
R7.6.15 R9.6（定時評議員会終結時） 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 1 有 4 いずれも支給なし 2伊藤　淳子 3 その他理事 2 非常勤 令和7年6月15日

2 無
R7.6.15 R9.6（定時評議員会終結時） 3 施設の管理者 1 有 3 職員給与のみ支給 2五十嵐　雅樹 1 理事長 令和1年6月15日 2 非常勤 令和7年6月15日

(3‒7)理事の
所轄庁からの
再就職状況

(3‒8)理事の任期 (3‒9)理事要件の区分別該当状況

(3‒10)各理事
と親族等特殊
関係にある者の
有無

(3‒11)理事報酬等の支給形態

(3‒13)前会
計年度におけ
る理事会への
出席回数

6 6 2 特例無

(3‒1)理事の氏名

(3‒2)理事の役職(注) (3‒3)理事長への就任年
月日

(3‒4)理事の
常勤・非常勤

(3‒5)理事選任の評議
員会議決年月日 (3‒6)理事の職業

19,593,053

成田　誠一 R5.6.25 R9.6 2 無 2 無 2

高橋　雅子 R5.6.25 R9.6 2 無 2 無 2

石田　謙一 R5.6.25 R9.6 2 無 2 無 1

R11.6 2 無 2 無 2

倉島　良舟 R7.6.15 R11.6 2 無 2 無 1

遠藤　妙子 R7.6.15 R11.6 2 無 2 無 2

斎藤　達弥 R7.6.15 R11.6 2 無 2 無 2

布施　征雄 R7.6.15

(3‒1)評議員の氏名 (3‒3)評議員の任期 (3‒4)評議員の所
轄庁からの再就職
状況

(3‒5）他の社会福祉法人の評
議員・役員・職員との兼務状況

(3‒7)前会計年度における評議
員会への出席回数(3‒2)評議員の職業

https://www.nakamichiyama‒kodomoen.jp/ (14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ nakamichiyama@major.ocn.ne.jp
昭和54年9月13日 昭和54年9月25日

7 7 0

社会福祉法人　幸栄振興会
新潟県 新潟市東区 幸栄2丁目18番8号
025‒273‒9562 025‒273‒9592 2 無

15 新潟県 102 新潟市東区 15100 1110005000818 01 一般法人 01 運営中
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社会福祉法人　幸栄振興会

現況報告書（令和8年4月1日現在） 別紙１

８．前会計年度に実施した理事会の状況

(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度に実施した監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の氏名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき
　　　事項に対する対応

１０．前会計年度に実施した会計監査(会計監査人による監査に準ずる監査を含む)の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意見の区分

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11‒2．地域における公益的な取組（地域公益事業(再掲)含む）

地域における公益的な取
組⑦（地域住民に対する
福祉教育）

園庭開放・保護者支援 本園 園庭

毎週木曜日、未就園児を対象として本園園庭を開放し、保護者支援を行う

①取組類型コード分類
➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕 （ア）－１修繕年月日
（１回目）

（ア）－２修繕年月日
（２回目）

（ア）－３修繕年月日
（３回目）

（ア）－４修繕年月日
（４回目）

（ア）－5修繕年月日
（５回目）

⑦事業所単位
での定員

⑧年間(4月～3
月）利用者延べ総
数（人／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①‒1拠点区
分コード分類

①‒2拠点区
分名称

①‒3事業類型コー
ド分類 ①‒4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地 ④事業所の土
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開始
年月日

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕 （ア）－１修繕年月日
（１回目）

（ア）－２修繕年月日
（２回目）

（ア）－３修繕年月日
（３回目）

（ア）－４修繕年月日
（４回目）

（ア）－5修繕年月日
（５回目）

⑧年間(4月～3
月）利用者延べ総
数（人／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①‒1拠点区
分コード分類

①‒2拠点区
分名称

①‒3事業類型コー
ド分類 ①‒4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地 ④事業所の土
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開始
年月日

⑦事業所単位
での定員

614.270
イ大規模修繕 平成16年11月24日 平成23年10月24日 平成26年6月5日 平成26年9月29日 平成29年3月6日 24,170,600

3 自己所有 昭和54年10月1日 105 49,296
ア建設費 昭和54年9月13日 10,281,000 47,569,000 30,000,000 87,850,000002 中道山こども

園

02101801 幼保連携型認定こども園 中道山こども園
新潟県 新潟市東区 幸栄2丁目18番8号 2 民間からの賃借等

イ大規模修繕

昭和54年10月1日 0 0
ア建設費 0001 法人本部

00000001 本部経理区分 法人本部
新潟県 新潟市東区 幸栄2丁目18番8号 2 民間からの賃借等 3 自己所有

ウ　延べ床面積

イ　大規模修繕 （ア）－１修繕年月日
（１回目）

（ア）－２修繕年月日
（２回目）

（ア）－３修繕年月日
（３回目）

（ア）－４修繕年月日
（４回目）

（ア）－5修繕年月日
（５回目） （イ）修繕費合計額（円）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円）

④事業所の土
地の保有状況

⑤事業所の建
物の保有状況

⑥事業所単位での事業開始
年月日

⑦事業所単位
での定員

⑧年間(4月～3
月）利用者延べ総
数（人／年）

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）
①‒1拠点区
分コード分類

①‒2拠点区
分名称

①‒3事業類型コー
ド分類 ①‒4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

無し

無し

0

佐藤　通孝
樋口　佳代子

令和8年3月28日 6 2
１．令和7年度 第1次資金収支補正予算の承認の件について　　　　４.　経理規定変更の件について
２．令和8年度 当初資金収支予算の承認の件について　　　　　　　　５.　定款変更及び新規事業の件について
３.　令和8年度 事業計画の承認の件について　　　　 　　　　　　　　　 ６．臨時評議員会の開催の件について

令和7年5月31日 6 2
１．令和6年度 計算書類・財産目録の承認及び監事監査報告の件について
２．令和6年度 事業報告書の承認の件について
３．社会福祉充実計画の承認の件について

令和7年6月15日 6 2 １．理事長の選任の件について

(1)理事会ごとの理事会開
催年月日

(2)理事会ごとの理事・監事別
の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事
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社会福祉法人　幸栄振興会

現況報告書（令和8年4月1日現在） 別紙１

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況  （社会福祉充実残額算定シートを作成するまで編集することはできません）

（1）社会福祉充実残額等の総額（円）
（2）社会福祉充実計画の策定の状況

（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額
　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）
　　②地域公益事業（円）
　　③公益事業（円）
　　④合計額（①＋②＋③）（円）
（4）社会福祉充実計画の実施期間 ～

１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組
　①任意事項の公表の有無
　　㋐事業報告
　　㋑財産目録
　　㋒事業計画書
　　㋓第三者評価結果
　　㋔苦情処理結果
　　㋕監事監査結果
　　㋖附属明細書
(2)前会計年度の報酬・補助金等の公費の状況
　①事業運営に係る公費（円）
　➁施設・設備に係る公費（円）
　③国庫補助金等特別積立金取崩累計額（円）
(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確立に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活用状況
　①実施者の区分
　➁実施者の氏名（法人の場合は法人名）
　③業務内容
　④費用［年額］（円）
(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況
　①所轄庁から求められた改善事項

　➁実施した改善内容

１５．その他

退職手当制度の加入状況等（複数回答可）
① 社会福祉施設職員等退職手当共済制度（(独)福祉医療機構）に加入
② 中小企業退職金共済制度（(独)勤労者退職金共済機構）に加入
③ 特定退職金共済制度（商工会議所）に加入
④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県民間社会福祉事業職員共済会等が行う民間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職手当制度に加入
⑤ その他の退職手当制度に加入（具体的に：●●●　　）
⑥ 法人独自で退職手当制度を整備
⑦ 退職手当制度には加入せず、退職給付引当金の積立も行っていない

１６．社員として所属する社会福祉連携推進法人の名称

⑤の合計（円） ⑥の合計（円）

32,800 25,000

なし
2 無
2 無

1 有
2 無
2 無

2 無

1 有

190,101,114
0

68,219,966

施設名 直近の受審年度

1 有
1 有
1 有
2 無
1 有
1 有

0
0
0

65,110,000

0

①事業名
②事業種別

④事業内容（記述）
⑤計画における事業費のう
ち社会福祉充実残額財源
の合計（円）

⑥⑤のうち今会計年度以
降の合計（円）③事業内容

施設整備事業

1 社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に
類する小規模事業）

施設の老朽化及び耐震化により、中道山こども園園舎を建て替える為、土地購入を行う 32,800

25,000

7 サービス向上のための既存施設の改築・設備整備
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第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）令和  7 年  4 月  1 日　（至）令和  8 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　幸栄振興会
（単位：円）

保育事業収入 000,053,602 828,854,502 271,198

受取利息配当金収入 000,017 820,386 279,62

その他の収入 000,017,2 081,226,2 028,78

事業活動収入計(1) 000,077,902 630,467,802 469,500,1

人件費支出 005,739,721 963,667,721 131,171

事業費支出 000,017,41 361,315,41 738,691

事務費支出 000,931,31 651,956,21 448,974

その他の支出 000,006,1 007,865,1 003,13

事業活動支出計(2) 005,683,751 883,705,651 211,978

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 005,383,25 846,652,25 258,621

施設整備等収入計(4) 0 0 0

固定資産取得支出 000,058,2 099,256,2 010,791

施設整備等支出計(5) 000,058,2 099,256,2 010,791

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 000,058,2△ 099,256,2△ 010,791△

その他の活動収入計(7) 0 0 0

積立資産支出 000,044,93 000,044,93 0

その他の活動支出計(8) 000,044,93 000,044,93 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,044,93△ 000,044,93△ 0

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 005,390,01 856,361,01 851,07△

前期末支払資金残高(12) 667,084,42 667,084,42 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 662,475,43 424,446,43 851,07△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）令和  7 年  4 月  1 日　（至）令和  8 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　幸栄振興会
（単位：円）

保育事業収益 828,854,502 911,397,491 907,566,01

その他の収益 080,756 080,319 000,652△

サービス活動収益計(1) 809,511,602 991,607,591 907,904,01

人件費 963,970,821 115,132,811 858,748,9

事業費 361,315,41 031,408,41 769,092△

事務費 651,956,21 507,801,01 154,055,2

減価償却費 666,966,2 893,412,4 237,445,1△

国庫補助金等特別積立金取崩額 001,581△ 529,015,1△ 528,523,1

サービス活動費用計(2) 452,637,751 918,748,541 534,888,11

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 456,973,84 083,858,94 627,874,1△

受取利息配当金収益 820,386 741,72 188,556

その他のサービス活動外収益 001,569,1 003,455,1 008,014

サービス活動外収益計(4) 821,846,2 744,185,1 186,660,1

その他のサービス活動外費用 007,865,1 055,235,1 051,63

サービス活動外費用計(5) 007,865,1 055,235,1 051,63

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 824,970,1 798,84 135,030,1

経常増減差額(7)=(3)+(6) 280,954,94 772,709,94 591,844△

施設整備等補助金収益 0 000,051 000,051△

特別収益計(8) 0 000,051 000,051△

国庫補助金等特別積立金積立額 0 000,051 000,051△

特別費用計(9) 0 000,051 000,051△

特別増減差額(10)=(8)-(9) 0 0 0

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 280,954,94 772,709,94 591,844△

前期繰越活動増減差額(12) 600,091,73 927,282,72 772,709,9

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 880,946,68 600,091,77 280,954,9

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 0 0 0

その他の積立金積立額（16） 000,044,93 000,000,04 000,065△

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 880,902,74 600,091,73 280,910,01
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勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)



第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
令和  8 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　幸栄振興会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 101,053,77 388,099,07 812,953,6

  現金預金 502,264,26 801,827,16 790,437

  事業未収金 697,723,01 521,978,7 176,844,2

  未収金 0 0 0

  未収補助金 001,030,2 056,383,1 054,646

  前払費用 000,035,2 0 000,035,2

  仮払金 0 0 0

  その他の流動資産 0 0 0

固定資産 896,217,303 473,982,462 423,324,93

基本財産 216,157,3 800,952,4 693,705△

  建物 216,157,2 800,952,3 693,705△

  定期預金 000,000,1 000,000,1 0

その他の固定資産 680,169,992 663,030,062 027,039,93

  構築物 202,644,2 226,448,1 085,106

  車輌運搬具 497,577,1 460,114,2 072,536△

  器具及び備品 042,467,3 086,023,3 065,344

  ソフトウェア 058,674 000,693 058,08

  人件費積立資産 000,000,03 000,001,22 000,009,7

  修繕費積立資産 000,064,05 000,024,05 000,04

  備品等購入積立資産 000,000,2 000,000,2 0

保育所施設・設備整備積立資産 000,000,271 000,005,041 000,005,13

  その他の固定資産 000,830,73 000,830,73 0

流動負債 776,383,94 711,578,25 044,194,3△

  事業未払金 562,414 298,503 373,801

  その他の未払金 000,004,93 000,000,04 000,006△

  未払費用 532,560,1 692,102,4 160,631,3△

  預り金 0 0 0

  職員預り金 771,628,1 929,200,2 257,671△

  仮受金 0 0 0

  賞与引当金 000,876,6 000,563,6 000,313

固定負債 0 0 0

負債の部合計 776,383,94 711,578,25 044,194,3△

純　　資　　産　　の　　部

基本金 000,007,92 000,007,92 0

  第一号基本金 000,575,12 000,575,12 0

  第三号基本金 000,521,8 000,521,8 0

国庫補助金等特別積立金 430,013 431,594 001,581△

その他の積立金 000,064,452 000,020,512 000,044,93

  人件費積立金 000,000,03 000,001,22 000,009,7

  修繕費積立金 000,064,05 000,024,05 000,04

  備品等購入積立金 000,000,2 000,000,2 0

保育所施設・設備整備積立金 000,000,271 000,005,041 000,005,13

次期繰越活動増減差額 880,902,74 600,091,73 280,910,01

（うち当期活動増減差額） 280,954,94 772,709,94 591,844△

純資産の部合計 221,976,133 041,504,282 289,372,94

　資産の部合計 997,260,183 752,082,533 245,287,54 　負債及び純資産の部合計 997,260,183 752,082,533 245,287,54



1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

2. 重要な会計方針

計算書類に対する注記(法人全体用)

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(2)

満期保有目的の債券等一償却原価法(定額法)
上記以外の有価証券

時価のあるもの一決算日の市場価格に基づく時価法
時価のないもの

社債その他の債券一債権の貸借対照表価額に準じ評価している。
それ以外ー取得原価をもって貸借対照表価額としている。

固定資産の減価償却の方法

・建物、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品一定額法

ソフトウェアおよび権利——定額法
リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準
・退職給付引当金一 該当なし

・賞与引当金 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

3. 重要な会計方針の変更
該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式)

事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)(2)

(3)
(4)

当法人では公益事業、収益事業を実施していないため、省略している。

社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式第3号第3様式)
公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
当法人では、公益事業を実施していないため、省略している。

(5) 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

(6)
当法人では、収益事業を実施していないため、省略している。

各拠点区分におけるサービス区分の内容
ア 本部拠点区分(社会福祉事業)

本部のみのため、サービス区分は設けていない。
イ 中道山こども園拠点区分(社会福祉事業)
保育事業のみのため、サービス区分は設けていない。

6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

「基本財産の種類 前期末残高 当期增加額

土地 0

建物 3.259.008

「定期預金 1.000.000

【投資有価証券 0

合計 4.259.008

0

0

0

0

0

(単位:円)
当期減少額 当期末残高

0 0

507.396 2,751,612

0 1.000.000

0

507.396 3.751,612

7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金取崩し
該当なし

8. 担保に供している資産
該当なし
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9. 有形固定資産の所得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位:円)

「基本財産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

「建物(基本財産) 118,763,500 116,011,888 2,751,612

構築物 18,853,624 16,407,422 2,446,202

車輛運搬具 3,516,353 1,740,559 1,775,794

「器具及び備品 45,962,289 42,198,049 3,764,240

「その他の固定資産 37,038,000 37,038,000

合計 224,133,766 176,357,918 47,775,848

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位:円)

債権額 「徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 10,327,796 이 10,327,796

未収金 이 0

未収補助金 2,030,100 0

合計 12,357,896 0

0

2,030,100

12.357.896

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし



1. 重要な会計方針

計算書類に対する注記(本部拠点区分用)

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等一償却原価法(定額法)
上記以外の有価証券

時価のあるもの一決算日の市場価格に基づく時価法
時価のないもの

社債その他の債券一債権の貸借対照表価額に準じ評価している。
それ以外一取得原価をもって貸借対照表価額としている。

(2) 固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品一定額法
ソフトウェアおよび権利一定額法
リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

・退職給付引当金 該当なし
賞与引当金一該当なし

2. 重要な会計方針の変更

3.

該当なし

採用する退職給付制度
該当なし

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) 本部拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書(別紙3  (1))はサービス区分を設けていないため、省略している。
(3) 拠点区分資金収支明細書(別紙3 (10))はサービス区分を設けていないため、省略している。

5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

「基本財産の種類 前期末残高 当期增加額 当期減少額 当期末残高
土地 이 0 이 0

建物 0 0 0 이

定期預金 0 이 0 0

「投資有価証券 0 0 0 이

合計 0 이

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金取崩し
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の所得価額、減価償却累計額及び当期末残高
該当なし

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未収金

合計
591,000

591,000

이
0

(単位:円)

591,000

591,000

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象
該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし
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1.重要な会計方針

計算書類に対する注記(中道山こども園拠点区分用)

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(2)

満期保有目的の債券等——償却原価法(定額法)
上記以外の有価証券
時価のあるもの一決算日の市場価格に基づく時価法
時価のないもの

社債その他の債券一債権の貸借対照表価額に準じ評価している。
それ以外一取得原価をもって貸借対照表価額としている。

固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、車輛運搬具並びに器具及び備品 定額法
ソフトウェアおよび権利——定額法
リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

退職給付引当金 該当なし

別紙2

・賞与引当金 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

2. 重要な会計方針の変更
該当なし

3. 採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 中道山こども園拠点計算書類(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書(別紙3(1))はサービス区分を設けていないため、省略している。

(3) 拠点区分資金収支明細書(別紙3(10))はサービス区分を設けていないため、省略している。

5. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

「基本財産の種類 前期末残高 当期增加額 当期減少 当期末残高

土地 이

建物 3.259.008 이 507.396 2.751.612

定期預金 1,000,000 이 이 1,000,000

投資有価証券 0 이

合計 4.259.008 이 507,396 3,751,612

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金取崩し
該当なし

7. 担保に供している資産
該当なし

8. 有形固定資産の所得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位:円)

「基本財産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

「建物(基本財産) 118,763,500 116,011,888 2,751,612

構築物 18,853,624 16,407,422 2,446,202
「車輛運搬 3,516,353 1,740,559 1.775,794

「器具及び備品 45,962,289 42,198,049 3,764,240

「その他の固定資産 37,038,000

0

37.038,000

合計 224,133,766 176,357.918 47,775,848

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

「事業未収金
未収金

「未収補助金
合計

(単位:円)

債権額 「徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

10,327,799 10,327,796

0 이

2,030,100 0 2.030.100

12,357,896 이 12,357,896

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11. 重要な後発事象

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし




